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多国籍企業の対 日進出と組織能力の構築
一 高度成長期 ,ゼ ネ ラルフーヅの流 通チャネル政策 を中心 として

桑 原 哲 也

1960年,日 本ではグ リーンコーヒーの輸入 自由化が行われ,日 本のインスタン ト

コーヒー市場は急成長を始めた。これを契機に,ゼ ネラル フーヅは,従 来はバヤ リ

ース ・オ レンジジュースの原液 を生産 していた伊丹工場に
,イ ンスタントコー ヒー

のプラン トを据付,生 産を開始 した。同社は,最 先端のインスタントコー ヒー技術

とともに,最 先端のマス ・マーケテ ィング技術を持ち込んだ。 しか し予期に反 して,

同社の成績は上 がらなかった。同社は,当 初は外部企業 を総発売元 として,流 通を

一任 したが
,競 争激化の下で不振な成果 を得たにすぎなかった。そこで,シ ェアの

回復 をめざして営業活動 を,自 社内で行 うようにした。 しかし,そ こでおこなわれ

たマーケティングは,価 格競争 に訴 えるや り方であった。このプ ロセスで,ブ ラン

ドの価値の低下がをもたらされ,多 額 の赤字がつ くり出された。 こう したなかでゼ

ネラル フーヅの在 日子会社は,日 本企業 との合弁事業化を余儀な くされた。

第2次 世界大戦後,ゼ ネラルフーヅは海外直接投資 を積極的に進めていたが,海

外事業 を国内事業に対 して周辺的,付 属的な位置を与 えるに過 ぎなかった。 こうし

たもとで,同 社 において国際経営のための人材養成 と知識の蓄積は進展 しなかった。

日本市場 において,ゼ ネラルフーヅは,マ ス ・マーケティングを中心 とする経営資

源の所有優位 を実現す る必要があったが,そ のための組織能力を構築す るための要

員の養 成が遅れていた。日本 におけるGFC試 行 錯誤は,同 社の トップマネジメン ト

の国際的視野の欠如にあったと考えちれる。

キーワー ド プ ロダク トマネージャー制度,海 外事業基地を持つ国内企業,国

際人的資源管理,流 通チャネル政策

1課 題 と 視 角

19世紀以降の世界経済の発展の中で,多 国籍企業は中心的な役割を果た してきた。多国籍

企業は,各 地域で経済発展のエンジンであった。日本の近代経済発展において,そ れ らは産

業の生成と発展の触媒 として決定的に重要な役割 を果たした。太平洋戦争直前には,世 界の

最大500社(資 本額基準)に はいると推定され る大製造企業のうち約40社 が 日本へ直接投資を

していた。戦時中は,中 立国の多国籍企業 を除いて,そ れ らは日本での活動を一時的に中断
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せざるを得なかった。 しかしそうした企業の対 日進出は,敗 戦直後 しば らくして始 まり,増

加の趨勢 をたどったのである。高度成長期にはすでに,多 数の多国籍企業が 日本で活動 をし

ていた。1967年 時点で,世 界の製造業の売 り上げの上位500社 の 中には,外 国企業 は457社

を数えるが,そ のなかの130社 が 日本で事業活動を行っている。その大半 は製造 を行 って い
1)
る。

これらの多国籍企業の在 日経営の成果は多様であった。ビッグビジネスへ と成長 した企業

もある一方で,長 期にわたりいわゆる投資期間を経験 した企業 もあるし,撤 退 した企業 もあ

る。そうしたちがいはどのように してもたらされてきたのであろうか。こうした疑問をもっ

て戦前における多国籍企業の対 日進出 と在 日経営について,筆 者 はいくつかの論文を書いて

きた。 しかし戦後の多国籍企業の 日本における現地経営の実態についてはほとんど明 らかに

で きなかった。本稿 はこの課題 にとり組んでいる。上に述べたように,戦 後,多 数の多国籍

企業が 日本で事業 を行なってきたが,そ の一つ一つを解明しなければならないと考 えている。

本稿 はその第一着手 として行なわれるケーススタデ ィである。事例 として,食 品企業のゼネ

ラルフーヅ(GeneralFoodsCorporation,以 下では,GFCと 略記する)を 取 り上げる。同社

は1967年 時点で売 り上げ基準で世界の鉱工業大企業において52位 に位置 している。GFCは,

1954年 日本へ直接投資を行い,日 本子会社のゼネラルフーヅ1株)(GeneralFoodsLimited

Company,以 下ではGFLと 略称する)を 設立 し,バ ヤ リース・オレンジジュースの原液を生

産 しはじめ,つ いで1960年,イ ンスタン トコーヒー市場へ参入 した。12年 間にわたるインス

タン トコーヒー事業を経験 した後,GFLを1973年 味の素との合弁会社へ と改組 し,部 分的に

撤退をした。本稿は,そ の間GFCが 経験 したインスタントコーヒー事業の試行錯誤のプロセ

スを解明す る。

ところで,多 国籍企業が進出先国で要請 される組織能力の内容は,具 体的にはどの ような

ものであったのであろうか。多国籍企業はその内部で開発 した製品技術やマーケティングの

ノウハウなどの経営資源を移転 して,異 文化の現地国で優位性 を作 り出す必要がある。その

ためには,母 国での方法を押 し付 けることは出来ない。 また,現 地子会社の経営を,現 地企

業の経営に同化すれば,自 ら優位性を放棄することになる。現地国の諸慣行に創造的に適応

す ることによって,そ の多国籍企業固有の技術やノウハウを具体的に実施,展 開 しなければ

ならない。そのためには現地経営において革新が必要である。革新の実現の成否は,多 国籍

企業の国際経営人材の養成に大 きく規程 される。そ うした国際人的資源管理は,多 国籍企業

の トップマネジメン トの持つグローバルマインドを基礎に実現 される。

日本へ進出 してきた食品多国籍企業が直面 した課題は,製 品技術の移転 よりも,マ ス ・マ

ーケティング技術の移転であった。本稿 で取 り上げる,GFCの 場合,プ ロダク トマネージャ

ー制度の移転 と,日 本で歴史的に形成されていた流通制度への創造的適応が同時に必要であ
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表1イ ンタビュー記録

氏名(敬称略) 1960-73年 の主要 な所属 組織 インタビューの 日(西暦年月 日の順) 場 所
AdolfClausi GFC 20030308;20030320 Stamford,CT,U.S,A

EdwardFuh㎜an GFC 20030309 Stamford,CT,U,S.A

JamesAbegglen BostonConsultl㎎Group 20050225 東京

JamesStone GFC 20030320;20030321;20030322 Sarasota,FL,U.S.A

JoelGlasser GFC 20040305 東京

相沢 清一 ネス レ 20030819;20040514 東京

有馬 哲生 GFL 20021101 宮崎

池谷 正美 GFL 20021115;20030528 東京

石川 英夫 博報堂 20030820 東京
井出 潔 GFL 20021130;20030626 東京

伊藤 泰敬 GFL 20030818 東京

岩永 正莫 GFL 20041219 横浜

榎本 宏 GF上 20021130;20030419;20030818 東京

科野 松蔵 GFL 20030419;20040515;20041219;20030625
東 京(20030419;20040515;
20041219),

横 浜(20041219)

神藤 隆良 味の素 200405ユ4;20050205 東京

後藤 恭三 ネス レ 20020724 神戸

斎藤 豊 GFL 20030625 東京

重松 丞二 ネス レ 20020819;20020902;20021016 神戸

清水 紀彦
BostonConsulting
Group(Japan} 20030624 東京

副田 健吾 ネス レ 20020902;20021016 神戸

高稲 紀義 GFL 20030528 東京

高沖 信夫 GFL 20031024 東京

田中 良平 ネス レ 20021016 神戸

津久浦一郎 GSH 20040304 東京

中島 常之 味の素 20050205東 京

野田 実 GFL 20021028東 京

平井 勇二 GFL 20030530;2003731 東 京(20030530);神
戸(20030731)

松村 忠雄 味の素 20030529;20030717 東京

武藤 高義 味の素 20030719東 京

山川 弘 GFL 20030719 東京

山口 和也 GFL 20030530 東京

米内 貞弘 GFL
'

20030624;20030718;20030820 東京

った。この要請にこたえうる組織能力の構築が課題 とされた。本論では,そ うしたプロセス

を追求 し,GFCの 日本での現地経営の成否が説明される。

用いられる資料は,主 として,経 営当事者のインタビューから得 られた聞 き取 り資料,そ

の際に閲覧を許された一次資料,二 次資料およびその後の私信 を中心 としている。GFCの 本

社の4名,GFLの15名,(ゼ ネラル食品販売(株)(以 下GSHと 略記する))の1名,味 の素

(株)の4名,ボ ス トン・コンサルティンググループの2名,博 報堂の1名,ネ スレの5名 に

インタビューすることが出来た。協力していただいたかたは,表1に 示 される。1回 あた り

のインタビューの時間は,平 均三時間である。インタビュー記録の収録媒体,お よびその節

に見せていただいた資料の コピーは,筆 者が所蔵 している。また,『帝飲食糧新聞』および日

刊経済通信社の 『酒類食品統計月報』をはじめとする業界誌,業 界新聞,そ の他の刊行資料
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2)

を 用 い て い る 。

2GFCの 国際化と対日進出

2.1GFCの 国 際化

1985年 設 立 され たボス タム会社(PostumCompany)は,シ リアル とオー トミール のメー

カー と して成長 を続 け るなか,1920年 代 後 半 に入 ると合併買収 に よ り加工 食品の フル ライ ン
3)

化 を進 め,1928年 ゼ ネラル フー ヅ として社名変更 を した。1925年,TheJell-OCo.(製 品 は粉

末 のゼ リー),1926年,IgelheartBrothersInc.(ケ ー キフラ ワー),MinuteTapiocaCo.,Inc.

(タ ピ オカ),1927年,FrankilinBakerCo.(コ コナ ッ),WalterBakerCo.Inc.(コ コア),

TheLogCabinProductsCo.(シ ロ ップ),HellmannsMayonaise(マ ヨネーズ),1928年,

MaxwellHouseProductsCo.,Inc.(コ ー ヒー),LaFranceManaufacturingCo。(洗 剤),

CulmetBakingPowder〈 べ 一キ ング・パ ウ ダー),1929年,Certo(ペ ク チン),FrostedFoods

Co.,Inc(冷 凍 食品),DiamondChrystalSaltCo.(食 塩),NorthAtlantOysterFarms(水 産

物 加工品)を 買収 して傘下 にお さめ た。 その後 も買収 をつづ け,戦 前 にすでに,ア メ リカの

最大 の加工食 品会 社の地位 を得 て いた。

そ う したなかで,後 述 す るバヤ リース ・オ レンジジュースの特 許 を手 に入れて,果 汁飲料

へ進 出 した。バ ヤ リー ス・オ レン ジジュース は,1938年,フ ラ ンク・バ ヤ リー(FrankBireley)

に よ って開発 され た。 かれは,カ リフ ォル ニ ア ・オ レンジを瞬間殺菌法 を用 いて瓶詰 め飲料

にす るこ とに成功 した。 ゼネ ラル フーヅ は,そ の特許 を買収 し,そ のオ レンジジュース事業

を開始 したので ある。さ らに1945年,GFC技 術 連 はオ レンジジュース を真空蒸発 に よって濃

縮 す る技術 を開発 した。 この技術 に よって原液 を ドラム缶 に詰め て出荷 し,消 費地 において

容易 にボ トリング加工 で きる ようにな った。 また,従 来 レギュラー コー ヒー を製造 してい た,

マ ックスウ ェル事業部 門 は,第2次 世 界大戦 中に,イ ンスタ ン トコー ヒーの 開発 に成功 した。

す でにイ ンス タ ン トコー ヒー の開発 は,1938年 ネ ス レによって実現 して いたのであ るが,ア

メ リカ政 府 はその特許 の公開 をネス レに要請 し,こ れ は多 くの食 品メー カー に供与 され た。

この技術 に もとつ いて,GFCは,1942年 イ ンスタ ン トコー ヒーの開発 に成功 し,軍 需物資 と

して供 給 を開始 したので ある。

第2次 大戦 中か らそ.の後 にかけて,GFCの 加 工食 品 は,戦 後 日本で生産 され るこ とになる

イ ンスタ ン トコー ヒー,バ ヤ リース ・オ レンジジュー スをは じめ,軍 需物 資 と して全世界 の

・米軍 に供 給 され た。

フル ライ ン化 のプ ロセ スで,GFCは しば らくは集権 的職能別組織 をと り,単 一 の販売部 門

の下 で多様 な商 品 を販売 したが,1940年 代 に入 ってか ら製品別事業部 制 を採用 しは じめ,1946

年 に は16の 事 業部 が作 られていた。
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第2次 大戦後 のGFCは,研 究開発 にカ を注 ぐとともに買収 を続 け,製 品の多角化 を進め る

一 方で
,海 外 直接投資 を積極 的 に拡大 し始め た。同社 は,第2次 世界大 戦前 には,外 国で は

カナ ダ とフ ィ リッピンに生産 基地 を持 ってい るに過 ぎなかった。 カナダに は,合 併 した会社

の 多 くが現地事業基 地 を所有 して いたのでそれ らを継承 したので ある。 フ ィリッピンには,

フ ランク リン・べ 一カー社 がGFCへ の合併 時点で,す でに中間原料 の ココナ ッツを 自給す る

ための加工工場 を所 有 していた。 イギ リスで は,戦 前 にすでに販売会社 グ レープ ・ナ ッツ社

(GrapeNtitsCo.)を 所 有 して いたが,1947年 にバ ー ミンガムの アル フ レ ッ ド・バ ース ・ア

ン ド・サ ンズ社(AlfredBirdsandSonsLtd.)を 買 収 して,イ ギ リスでの生産拠点 を確 保 し

た。1954年,チ ャールズ ・モーテ ィマ ー(CharlesMortimer)が 社 長 に就任 したが,こ れ を

契機 にGFCは 海 外進 出を加速 してい った。かれ は,GFCの 加 工 食品 を全 世界 に供給 す る使 命

感 を もって,海 外進 出の うね りを作 り出 して いった。 同年 には,日 本へ 直接投資 を した。す

なわ ち,兵 庫県伊 丹市 にGFLを100%出 資 で設立 し,バ ヤ リース ・オ レンジジュースの原液

生産 を開始 したので ある。

この間の1953年 に,GFCは 国 際事業部 を設置 した。海外事業 は,こ の国際事業部 の下 に置

かれ るこ とにな った。 もっ とも日本子会社 のGFLは 当初,バ ヤ リー ス・オ レンジ ジュース部

門 に所属'した。その後1960年,GFCが 日本で イ ンスタ ン トコー ヒー事業 を開始 す るにさい し,

GFLは 国 際事業 部の管 理下 に置かれ た。

1950年 代 なかばか らモーテ ィマ ーの国際化戦略 の下 で ヨー ロッパ を中心 として,買 収方式

を主 として生産 基地の獲得 が活発化 した。やが て1967年3月 時点 では,カ ナ ダ,お よび原料
4)

コ コナ ツ加工基 地が所在 す るフ ィ リッピンをの ぞ くつ ぎの15力 国 で生産 基地 を持 って いた。

イギ リス,ア イル ラン ド,イ タ リア,ベ ル ギー,ス ペ イ ン,ス エ ーデ ン,フ ラ ンス,ド イツ,

デ ンマ ーク,プ エル トリコ,オ ー ス トラ リア,メ キシ コ,ベ ネ ズエラ,日 本,ブ ラジル。 カ

ナ ダ事業 はGFLカ ナ ダ社 で,フ ィ リッピ ンの原料 加工 基地 はジ ェロー事業部(Jel1-ODivi-

sion)で 管 理 され た。 国際事業 部 の下 に ヨー ロッパ地域 の事業 を管理す るGFヨ ー ロッパ社

と,ア ジア とラテ ンアメ リカ地域 を管 理す るGFラ テンアメ リカ・アジア会 社が 設け られ た。

輸 出 も合め て,海 外 事業の売 り上 げはGFC全 社 の13%(カ ナ ダ6%を 除 く)を 占めていた。

もっと も,海 外 事業の純利益 は,全 社 の7.5%(カ ナ ダを除 く)を 占め るに過 ぎなか った。海

外事 業の利益 率 は国 内事業 のそれ に比べ て低 かったこ とは注 目され る。

3対 日進出と製品多角化

3.1GFLの 設 立 とバヤ リース ・オ レンジジュースの生産

上 で述べ たよ うに,GFCの 日本へ の直接 投資 は,1954年 に行 われ た。もっと もバ ヤ リース ・

オ レンジジュースは,す で に敗戦 直後 か ら軍 需物 資 と して,米 軍へ供 給 されていた。1949年,
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民間貿易が再 開 されたが 日本にお ける販売権 を与 え られたパ ヤ リース ・カ リフ ォルニ ア ・オ

レンジ ・イ ンターナ シ ョナル(Bireley'sCalifomiaOrangeInternaitonal)が 原 液 を輸 入 し
5)

始 め た。 これ をウ ィル キ ンソン炭酸鉱泉飲料 会社が ボ トリング して,米 軍 へ納 入 され た。

1950年,バ ヤ リース ・オ レンジジュースの民間市場 にお け る販売 が許 可 され た。 それ は,

その収益 の一 部 を,キ リス ト教 団メ リル ・フ ァーザ ーズ(MerillFathers)へ 寄 付す る とい う

条件 で可 能 とされ た。1950年,ウ ィル キ ンソン炭酸鉱 泉飲料会社 のク リフ ォー ド・プ ライス

(CliffordWilkinsonPrice)は,バ ヤ リース・オ レンジジュースの 日本 での製造販売権 を獲得

した。 そ して,そ の権利 を持つバヤ リース ・オ レンジ ・ジャパ ン(BayalyesOrangeJapan,

以 下BOJと 略 記)を パナ マ法 人で設立 した。 プ ライスは,メ リル ・フ ァーザー ズの事業 団体

ユナ イテ ッ ド・ドー ネーシ ョン(UnitedDonation)が 輸 入 す るバ ヤ リー ス ・オ レンジジュー

スの 原液 を,BOJの 製 造販売権 を行使 して,兵 庫県 宝塚 市の ウ ィルキ ンソン炭酸鉱 泉飲 料会

社 でボ トリング を した。それ は,ア サ ヒビール の販 売店系列 を通 じて全国 で売 られてい った。

ウ ィル キ ンソン炭酸鉱 泉飲料会社 は,主 要都 市で営業所 を設 けル ー トセール ス部 隊 を作 り,

生 鮮飲料 と してのバ ヤ リー ス ・オ レンジジュースの小売店へ の販売促 進 を行 った。 バヤ リー

ス・オ レン ジジュー スは果汁100%で は ない とい う点で は,嗜 好飲料で あるが,果 汁 入 りの飲

料 と して は,わ が国で初め ての商品で あった。 その後 に,ジ ュース と名の付 く飲料 が多数登

場 したが,バ ヤ リース ・オ レンジジュースは,そ う した果汁飲 料の トップ ブ ラン ドと しての

地位 を確 立 した。

1953年,日 本政府 はみ かん農 家の保護の ため に,オ レンジジュースの原 液の輸 入 を禁止 す

ることを決定 した。そ こで,GFCは,原 液の生産 を 日本で行 うこ とを決 定 し,そ の ための事

業所 を設置 した。すなわ ち,上 に述べ た ように,GFLを 資 本金4600万 円,100%出 資 の子会社
6)

と して,兵 庫県伊 丹市 に設立 した。 これは1953年 施 行 の 日米 通商航海条約 に もとつ く外資会

社 で ある。その条約 の下で,ア メ リカ国民 は 日本人 と同 じく100%出 資 の会社 を設立で きた。

しか し元本 と利益 を ドル に変 えるこ とがで きな かった。 したが って利益 は,日 本 に貯金 して

お くか再 投資 をす るほかはない とい う条件 の会社で あ った。 日米通商航海 条約 を基礎 として,

1955年 円 会社法 が施行 されたが,GFLは そ れ に よる会社 となった。なお,円 会社制度 が廃 止

され るの は1963年 で ある。 なお資本 自由化 は1967年10月 か ら段 階的に実施 されて い く。

GFCは 技 術 者 を社長 として派遣 して きた。日本人技術者2名 が採 用 され,工 場 の立 ち上 げ
7)

か ら操業 までの主 たる担 い手 となった。技 術方面の ほかの管理 的な仕 事は,日 本 で現地採 用

され た 日系2世 若 干名 が担 当 した。原料 のみか んは,和 歌 山,愛 媛,静 岡な どの みかん産 地

か ら調達 された。みかんの収穫 シー ズンにな る と,季 節労働者 を100名 弱 雇 用 し,原 液 を生 産

した。季節が終 わ る と,技 術 者 は,プ ラン トの メイ ンテナ ンスが主な仕事 となった。生 産 し

た原液 は ドラム缶 につ め られ,ウ ィル キ ンソン炭酸鉱 泉飲料会社 へ送 られ て瓶 詰め され た。
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そ してその ジュースの販売 を,ア サ ヒ ビール が担 当 した。 アサ ヒビール の外 品課が販売計 画

を立 て,同 社各地 支店が系列 問屋 を通 して販 売 した。

バ ヤ リース ・オ レンジジュースは,従 来 か らの,果 汁入 り飲料 の トップ プラ ン ドと しての

8)

地 位 を維持 した。1957年 時 点 で,全 国の ジュース類 は合計320万 函 需要 されたが,バ ヤ リース ・

オ レン ジジュー スは180万 函(56%)で あ った。製 品 も トマ トジュー スや,グ レープ ジュース,

パ インジュース な どヘ フル ライ ン化 して いった。

3.2イ ンス タ ン トコー ヒーへ の進 出

1950年 代 後 半 日本の高度成 長が始 ま り,外 貨事情 が幾分 好転 し始め た。折 か らの 貿易 自由

化 の潮 流の 中で1960年4月 グ リー ン ・コー ヒー(原 料 の コー ヒー豆)の 輸 入 自由化が1960

年 お こなわれ た。次 いでイ ンスタ ン トコー ヒーの輸入 自由化が,1961年7月 に実施 された。

これ を契機 に,コ ー ヒー需要 が激増 した。

表2イ ンスタン トコーヒー市場の拡大

単位,ト ン

年 輸入 生産 供給合計
1956 24 0 24

1957 n.a 0 n.a

1958 n.a 0 n.a

1959 n。a 0 n.a

1960 28 150 178

1961 1,515 1,100 2,615

1962 2,745 1,100 3,845

1963 2,845 1,200 4,045

1964 3,168 1,200 4,368

1965 3,512 1,500 5,012

1966 1,620 5,000 6,620

1967 799 7,300 8,099

1968 1,456 7,869 9,325

1969 2,279 8,472 10,751

1970 2,970 9,592 12,562

1971 2,679 12,812 15,491

1972 1,834 14,196 16,030

1973 1,205 13,784 14,989

1974 3,745 21,408 25,153

1975 4,108 21,387 25,495

1976 3,959 22,894 26,853

1977 4,913 19,707 24,620

1978 3,521 19,169 22,690

1979 8,373 26,917 35,290

1980 6,333 25,089 31,422

資料 日本 イ ンスタ ン トコー ヒー協会 「日本 イ ンス タン トコー ヒー略史」

1995年 よ り作 成。
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1960年 グ リーンコーヒーの輸入量は,1937年 の戦前のピーク水準 を凌駕 した。焙煎コーヒ

ーの大量の需要が,こ れを機会に起 こって きた。各地に焙煎業者が設立され,ま た設備 を拡

張 し,毎 朝焙煎 した,香 り豊かなコーヒーを地域の喫茶店に配達,納 品 した。当時全国の都

市に喫茶店が続々と設立 されていた。翌年1961年 のインスタントコー ヒーの輸入自由化で,

インスタン トコーヒーの需要は急増 し始めた。(表2)そ の伸 びは急激であり,同 年その供給
9)

額は77億 円を記録 し,焙 煎コーヒーの供給額74億 円を凌駕 した。

急成長 をはじめたインスタン トコーヒー市場への参入の機会 をGFCは 速やかに認識 し,

1960年 バヤ リース ・オレンジジュース工場に隣接 して,イ ンスタン トコーヒー ・プラン トの

建設を計画 した。同年,1.75億 円のプラン ト輸入のための外貨割 り当ての許可を確保 した。

GFCか ら派遣 されて きたプラソ ト技術者のもとで,従 来のバヤ リース・オレンジ生産を管理

する2名 の日本人技術者に加えて,1960年4月 採用されたもう1名 の 日本人技術者が,プ ラ
10)

ン ト建設にたずさわった。プラン トの組み立ては,円 滑に進め られた。1960年11月,伊 丹工

場に,イ ンスタントコー ヒーのプラン ト1系 列(日 産25ト ン)が 竣工 し,試 運転に取 り掛か

った。コーヒー豆が工程途中で黒焦げの炭状 となるなど,試 行錯誤を繰 り返 し,や がて品質

は安定 してきた。翌月12月 に,イ ンスタン トコーヒーの本格的な操業が始 まった。12月5日,

東京品川の倉庫か ら,初 出荷 をした。翌1961年,伊 丹工場内に従来 と同規模のプラント1系

列を建設 し,生 産力は倍増 した。

すでに同年1960年9月,森 永製菓が生産を三島工場で開始 していたので,GFCは 国内にお

いて2番 目の生産者 となった。なお第3の メーカーは,1962年8月 生産開始の明治製菓であ

った。その間,上 に述べたように1961年7月 インスタントコーヒーの輸入自由化が実施され,

欧米諸国のインスタン トコー ヒーのメーカーはいっせいに日本市場へ参入 した。

4マ ス ・マーケ ティ ングの導入

4.1プ ロ ダク トマネー ジャー制度の移転

GFCは,技 術移 転 を持続 的 におこないGFLの イ ンス タン トコー ヒーの 品質 を改善 して い

った。消 費者調査 に基づ い てその嗜 好 を把握 し,そ れに あわせ るとと もにコー ヒーの品質 を

高め てい った。例 えば,1963年 に は,コ ー ヒーの風 味 をア ロマ タイズ化技術 に よって豊か に

した。 また,次 々 と加工 食 品の新製品 を導 入 し,多 角化 を企 てた。GFCの 加工 食品技術の導

入 を担 当 した,有 馬 は次の ように述べ てい る。「GFCは 同社 の持 つ商品群 を,タ イ ミング よ く
11)

日本 市場へ導 入す る方針 を持 っていた。」1963年 プ デ ィングのパ ウダー 「プデ ィ」,1966年 粉

末の ソース ミックス 「ル ー ミック」 を導入 した。 また,サ ラダ ドレッシ ングの開発,導 入 も

企 て られた。

イ ンスタ ン トコー ヒーで始 まる これ ら新製 品 を,GFCは 先 端 的 なマ ーケテ ィングの ノウハ
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ウ を活 用 して 日本市場へ導 入 しよ うとした。 その組織 的展開 をめ ざ して1961年,マ ーケ ティ

ング担 当者 を派遣,駐 在 させ,つ づ いて,市 場 調査お よび新製品開発マ ーケテ ィングの専門

家 を くわえて いった。

1961年,GFCは,J.ウ ィ ッ トカム(JamesWhitcomb)をGFL駐 在 させ,か れ を中心 に

マス ・マ ーケテ ィング を移転 す るこ とに務め た。 かれの もとに 日本 人のマス ・マ ーケテ ィン

グ要 員 を リクル ー トし,か れ ちをプ ロダ ク トマネー ジャー として養成 した。 そう した人材 と

して,高 学歴 で英 語 に堪 能な人が,次 々 と リクル ー トされ た。世界最大級 の食品会社 である

こ とが,入 社 の決 断の動機 になった人が多 い。先 ずユ962年,NETテ レ ビ(現 在 の テ レビ朝 日)

12)
の 番 組編 成課長 であ った榎本 宏 を広告担 当者 と して採用 した。翌年1963年,か れ はホワイ ト・

プ レイ ンズ(WhitePlains)のGFC本 社 のマーケ テ ィング ・マネ ー ジャー教 育課程(market-

ingmanagertrainingcourse)へ 派 遣 された。 帰国後,グ ル ープ ・プ ラン ドマ ネー ジャー と

して,オ ンザ ジ ョッブでマ ーケテ ィング技術 を学習す る一 方で,ウ ィ ッ トカ ム とともに日本

人プ ロダク トマ ネー ジャーを採用,養 成 した。 た とえばマ ッキ ャンエ リクソ ン博報堂 に勤 務

して いた山川 弘 を リクル ー トしてマ ックス ウェル のプ ロダク トマネー ジャーに,広 告会社 の

博報 堂で 「マ ックスウ ェル」 を担 当 して いた井 出潔 を新製 品粉末状 のプデ ィ ング 「プ デ ィ」

のプ ロダク トマネー ジャー と した。

プ ロダク トマネー ジャー は,担 当製品 につ いて市場 にお ける需要者 の嗜好,売 れ行 き,競

争者 の動 きなどの項 目につ いて,継 続 的に調査 した。 マーケ ッ トシ ェアな どのデー タ入手 の

ため に調査 会社 を もさか んに活用 した。 こ う した科学 的な調査 に基づ いて,消 費者の嗜好 に

合わせ た製品規格 をつ く り,広 告宣伝,各 種 の販促 を計 画 し,実 施プ ロセス を管 理 した。プ

ロダク トマネー ジャー は担 当す るプ ロダク ト事 業 を,計 画数値 と調査結果 を付 き合わせ コ ン

13)

トロ ール した。

GFCの マ ーケ テ ィング部 門は,「 マ ックス ウェル」のイ メー ジを高め るため に,た とえば,
14)

1963年 ジ ャーの形状 を変 え,ラ ベ ルの色 を赤色 か らこげ茶色 に変 えた。 日本 人消 費者 は,ラ

ベル の色 として派手 な赤色 よ りもシックな色 を好 む ことを考慮 したので ある。 また1965年 か

ら1968年 にか けて は俳優 の三橋達 也 をキャラクター と した広告 を打 って,イ メー ジの向上 に

努め た。1968年 度 の広告 費は,ネ スカフ ェが14.6億 円(ス プ レイ ・ドライの 「ネ スカフ ェ」

12億 円,フ リーズ ド・ドライ ・イ ンスタ ン トコー ヒーの 「ゴール ドプ レン ド」2.6億 円),に
15)

た い して,GFLは4億 円 を投 入 した。金額 にお いてはネス レよ りも少 ないが,市 場 シ ェアの

割 には多額の広告 費 を投 入 して いたの であ った。

プ ロダ ク トマ ネ ジャー組織 を軸 に展 開す るマス ・マ ーケテ ィングは 日本 では革新 的 な技術

で あ り,そ う したマーケ テ ィング を担 当で きる従業員 を養成 して い るGFLは 「GFス クール」

と呼 ばれた。後 に は 「GFス クール」か らは多数 の管 理者が,多 国籍企 業の在 日子会社の トッ
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プマネ ジメン トと してスカ ウ トされてい った。

4.2営 業の試行錯誤

4.2.1営 業の外部化 とその成果

ところでGFCの 国際事業部は,日 本の流通チャネルについてはほとんど知識がなかった。

食品の流通制度は,日 本の社会に歴史的に形成 されたいわゆる埋め込まれた制度 として機能

していた。これを適切に利用することができなければ,「マックスウェル」を全国数十万の食

品小売店の店頭には置いて もらえない。 こうした要請の もとで,全 国の流通企業へ営業活動
16}

を行う会社 として,ゼ ネラル食品販売(GSH)が1961年12月,資 本金2500万 円で設立 された。

同社 は,ア サ ヒピールとウィルキンソン炭酸鉱泉飲料会社 との折半出資で作 られた。アサヒ

ビールは従来からバヤ リース ・オレンジジュースの総発売元 として,同 社の系列問屋 を通 じ

て全国の小売店への流通を担当 していた。同社の外品課がそれを担当 した。ウィルキンソン

炭酸鉱泉飲料会社は従来か らGFL製 品の販売 に関わってきた。すなわちバヤ リース・オレン

ジジュースの原液をボ トリングするとともに,大 都市のみではあるがルー トセールス方式で

小売店を訪問していた。バヤ リース ・オレンジジュースのビジネスを通 じてつ くられていた

こうした関係は,イ ンスタン トコーヒー事業 にも引き継がれた。GFLはGSHを 総発売元 と

して,製 造 したインスタン トコーヒーすべてを引き渡 した。これは,外 国メーカーが日本向

け輸出にさいして輸入代理店を利用するや り方と似ている。GSHは,ウ ィルキンソン炭酸鉱

泉飲料会社の営業担当者を中心に作 られ,当 初約50名 で始 まった。GSHは 設立後半年間で6

大都市へ営業所を建設 していった。明治屋,国 分,鈴 木洋酒店,広 屋など,東 京,横 浜の食

品の大手問屋を一次問屋 として,全 国の特約店へ流 していった。当初は,60-70%が 酒屋ルー

トを通 して売 られた。

ところでインスタン トコー ヒーは,前 述 したように1961年 の輸入自由化 とともに輸入が急

増 した。ネス レをは じめとするおびただ しい海外メーカーがいっせいに,日 本市場へ参入 し

て きた。その数は1962年 時点で,ブ ランド数に して50と も60と も言われた。輸入プランドの
17)

最大の ものが,「ネスカフェ」であった。国産メーカーは,GFLと 前述 したように森永製菓が

存在 したが,1962年8月 に明治製菓が新参入 した。激 しい競争の中で,淘 汰が急速 に進行 し

た。その中で流通段階で乱売,値 崩れが頻繁に起こった。やがて,1965年 には,ネ スレ,GFL

(「マックスウェル」),森 永製菓(「 ス トロング ・コーヒー」),明 治製菓,な どのわずかなメ
18)

一カーのブ ラン ドが存在するに過 ぎなくなっていた。

GSHは,問 屋営業に終始 した。日本における消費財における伝統的な営業のや り方である。

小売店に対する営業は,各 地の地場の問屋 に依存 した。 しか し小売店の売 り場支配において,

そうした伝統的な問屋営業 は,ネ ス レの大規模な小売店営業にたい してただちに劣勢に立た
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さ れ た。 と くに地 方の小規模 な小売 店で は,ひ とつのブ ラン ドが陳列 され る と他の プ ラン ド

を置 くスペ ース はなかった。その 結果 「マ ックス ウェル」 を店頭 に置 く小 売店は,「 ネスカフ

ェ」 を置 いて くれ る小売 店 に対 して少な くなか った。 た とえ店頭 に 「マ ックス ウェル」が置

かれ て も,目 立 たな い場所 へ押 しや られ,陳 列 のスペ ースは小 さか った。 そ う した こと もあ

って小売店段階 にお ける 「マ ックス ウェル」 の荷 動 きは鈍 く,問 屋 には 「マ ックス ウェル」

を小売店へ優 先的 に売 り込 む強い動機 は生 まれなかった。

その間,ジ ャーの 中の インスタ ン トコー ヒーが凝 固す る とい う問題 が発生 した。 それは発

売か ら1年 半ほ ど して全 国的 に出回 る段階で問題化 した。1962年 の夏 を越 す と,各 地 の小売
19)

店 に置 かれ たイ ンス タ ン トコー ヒーが凝 固す る とい う問題 が起 こった。 日本の夏 は湿度 が高

く,ひ と夏超 え ると,店 頭 にお いてあるイ ンス タン トコー ヒーが固 まったの であ る。 ジャー

の内ぶ たを通 して湿 気が はい り,イ ンスタ ン トコー ヒーが凝 固す る とい う現象で ある。 それ

はすべ てのメ ーカーのイ ンスタ ン トコー ヒーで起 こった。GFLは こ れ に対処 して,こ れ まで

のシールの2.5倍 の 厚 さの シール を,紙 のメーカー と共 同で開発 した。こ うして凝 固 を防 ぐこ

とがで きるよ うな技術 的対応 が速 やか によ られ た。 しか し,小 売店 の陳列 台の 「マ ックス ウ

ェル 」の凝 固 した不 良品の回収 は遅れた。 その 回収 は,ネ ス レよ りも大 きく遅れ た。 劣化 し

た 「マ ックス ウェル ・イ ンス タン トコー ヒー」 は長期 にわた り店頭 に置かれ たま まであ った。

この こ とは,「 マ ックスウ ェル」の品質 イメー ジに たい して悪い影響 を与 え ることになった。

表3家 庭用イ ンスタン トコー ヒーのマーケッ トシェア(1961-73年 〉

年度…1963-73年度はGFLの 会計年度(例,1963会 計年度は,1962-1963年3月)

ネスレ GFJ
合 計 合 計

年 度

Nescafe NesGold 合計 MaxweH Yuban Max董m 合計

% % % % % % % % %

重 量

(MJSU

(100万

JSU,
1JSU
=1.2kg))

1960

1961春 6 42

1962秋 45 20

1963 45.2 45.2 13.0 13.0 41.8 100% 3067

1964 58.2 58.2 10.7 10.7 31.1 100% 3249

1965 64.8 64.8 14.2 14.2 21 100% 3650

1966 69 69 14 14 17 100% 4080

1967 70.3 70.3 19.5 19.5 10.2 100% 4570

1968 69.1 1 70.1 22.8 22.8 7.1 100% 5312

1969 67.3 3.2 70.5 23.8 0.3 24.1 5.4 100% 6204

1970 66.8 6 72.8 21.7 0.7 22.4 4.8 100% 7079

1971 64.3 11.5 75.8 18.6 0.6 0.3 19.5 4.7 100% 7417

1972 61.6 15.8 77.4 16.6 0.3 0.4 17.3 5.3 100% 7995

1973 58.6 20.6 79.2 15.2 0.5 0.3 16 4.8 100% 8618

備考

供給 は,

年 間2616ト ン

供 給は,

年 間3846ト ン

供給 は,

年 間4045ト ン

資料

11961--62年 は,日 刊経済通信社r酒 類食品 の生産 ・販売 シ ェア1,『1981年 。

21963-73年 は,AGF伊 藤泰 敬氏(元GFL,元AGF)所 蔵 資料。
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とはい え,こ の 問題 は一 過性の問題 として考 え られ るべ きであろ う。

上 に述べ たような激 しい競争の下 で,「マ ックス ウェル 」の シェアは急 速 に落 ち込んだ。「マ

ックス ウェル」 のマーケ ッ トシェア は1961年 春 には42%で あ ったが,1964会 計 年度(1963年

4月 ～1964年3月)に は10.7%に 落 ち込ん だ。(表3)そ の 間 ドミナ ン トシェアを獲得 したの

は,ネ ス レで あった。

4.2.2営 業 の内部化

上述 した ように1964会 計 年度の シ ェアは,10.7%に 落 ち込 んだ。GSHは 期 待 され た営業 力

を発揮 で きなか った。この ころか らGFLは 自 ら営業 を担 当す るこ とを企 て るようになった。

1965年10月,GFLは,GSHの 従 業員約130名 を継承 し,全 国の営業 所,車 両,商 権 な どを,

総 額3億 円弱で買収 した。 この全国営業網 を管理 す るため に,事 実上 の本社で ある東 京のオ
20)

フ ィスに営業 本部が 設置 された。

1966年11月,GFLは 増 資 を行 な った。す なわち,そ の 設立 以来0.45725億 円 であった資本金

は,1966年11月5.76977億 円が増 資 され て,6.22697億 円 となった。 これ は,GSHの 買 収 費用

と,同 年 のイ ンスタン トコー ヒーの生産 能力 を倍増 す る生産 ライ ンの建設費用,ま た これ ま

で蓄積 して きた借入金 の返 済 に充 当するたあの資金 需要 に応 じて行なわれ た もの と考 え られ

る。この増 資は,大 規模 に成 長 を続 け る日本 の イ ンス タン トコー ヒー市場 に対す る,GFCの

積 極的 な姿 勢 を表す もので あった。投資 の拡 大,生 産 規模 の拡 大 と多職能化 を進 め るとと も

にGFLは 管 理組織 を整備 していった。(表4)に 示 され る。

こあ 間,GFLは も う一つ の積極 的な流通 チャネル戦略 を講 じた。すなわ ち,1964年4月,

表4GFLの 組織(1971年12月)

部 門 人数 備 考
社長室 3 社 長 は,EdwardFuhrman

人事総務部 18

財務部 31

情報システム部 15

特別事業部 22

法務部 2

マ ーケティング部 26 広告,プ ロダク トマネージャー,市 場調査

新製品開発部 11

購買部 3

営業部 260

営業 所は19地 点(札 幌,仙 台,宇 都宮,大 宮,千 葉,麻 布(東

京),多 摩,横 浜,静 岡,名 古屋,新 潟,金 沢,京 都,大 阪,

神戸,岡 山,高 松,広 島,北 九州,福 岡),出 張所 は,出 張

所は19地 点,合 計38地 点)

製造部 242 伊丹(151人),鈴 鹿工場(91人)

ローズ事務所 2 軍需担当

合 計 635

資料 ゼネラルフーヅ(株)「 従業員住所録 」(1971年12月)
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GFLは 自ら小売店営業を開始 した。持続するマーケッ トシェアの低下の中で,.自 ら小売店に

対する営業機能を持つ必要性が認識 されたのである。すでに小売店営業を大規模,広 範囲に
21)

行っていたネスレは,小 売店の売 り場の占有において先行 していた。ネス レの迅速,大 規模,

きめ細かい小売店営業の成果は著 しかった。GFLの 小売店営業への進出は,ネ スレとの競争

において不可欠な施策 となった。新製品であるインスタン トコー ヒーは従来の問屋依存の営

利政策では売れなかった。問屋に任せて しまってはいけない。食に対 しては,人 は保守的で
22)

ある。小売店の店頭に先ず置いてもらわないといけない。

GFLの 小売店営業部隊は,カ スタマーサービスと呼ばれた。1964年10月 時点で,東 京に20

名,名 古屋 に4名,大 阪に13名 が配置 された。そうした小売店営業部隊は,こ れ ら大都市で

の日常的な営業活動の一方で,機 動的に重点地域へ移動 して集中的に小売店営業を展開した。

目的地では,従 来マ ックスウェルを店頭に置いていない小売店を取引先 として開拓 した。 こ

うした機動的作戦 は,「ブ リッッ」(bletzcrieg)作 戦 と呼ばれた。1964年4月 から9月 にかけ

ては名古屋で 「プ リッッ」 を展開 した。その機動部隊は,10月 に大阪へ移動 した。大阪の後,

北九州,岡 山,静 岡,新 潟へ と移動 し,小 売店の新規開拓 を続 けた。

4.3国 際経営要員の不足

ところで第2次 大戦後,GFCは 海外投資の大 きい潮流 をつ くり出したに もかかわらず,そ

の国際事業部には戦略的な位置づけは与えられなかった。GFCの 事業 において海外事業は周

辺的な事業 と考えられていた。国際事業部は,国 内製品別事業部の周辺に位置する部門 とし
　ヨラ

て考えられていた。こうしたなかで,GFCの 国際人的資源管理は未発達の ままであった。GFC

の社内人事において,国 際事業部へ異動 し配置されることは,キ ャリアの行 き止まり(carrier
24)

deadend)を 意味すると言われていた。事実,海 外勤務は,昇 進の終わ りを意味する次のよ

うな証拠がある。1960-64年 の間に,GFCに おいて,海外駐在 を終 えた23名 を追跡調査す ると,

退社 した社員は16名(70%〉 におよんだ。その16名 のうち現地で他社 に移った人は,6人 で

ある。 そ して帰社 した人はわずかに7名 であ り,そ の うち海外駐在前の職位 よりも上昇 し

た人はわずかに5名(22%〉 に過 ぎなかったのである。帰社 したものの,海 外駐在前 と比べ

て地位が上昇 しなかった社員が2名 存在 した。 こうした人事慣行の下で,海 外駐在 は忌避さ

れ,海 外要員の育成は進まなかったのである。

また,日 本に駐在 したGFC社 員のキャ リア も,上 に示 した事実を色濃 く反映 していた。日

本においてインスタントコーヒーの立ち上 げから展開の時期の1960-72年 の駐在員を見 ると,

合計13名(1年 以上駐在の人)を 数える。その うち2年 以下の駐在が5名(総 数13名 の38%),

3年 が4名(31%)で3年 以内の駐在の人が69%を 占めた。4年 間の駐在者が3名,6年 が

1名 であった。ほとんどが,3年 以下の勤務であった。(表5)日 本での駐在中1名 が死亡,
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残 りの12名 の うち駐在 が終 わ ると ともに5名(12名 の42%)が 退 社 した。これ は,GFLの 経 営

者へ の就任が,決 してGFCで の将 来 を約束 された地 位で はなかった ことを示 してい る。なか

には,後 述 す るE.フ ァーマ ン(EdwardFuhrman)の よ うにGFCへ 帰社 し製 品事業 部長 に

就 任 し トップ マネ ジメ ン トへ の昇進 の路 をた どった人 もあるが,か れは例 外 と考 え られ る。

また ウ ィッ トカム(JamesH.Whitcomb)の よ うに 日本 駐在 後,昇 進 をつづ け た人 もあ った。

しか しそれは国際事業 部の 内部 での昇進 で あった。かれ は,1959年GFCへ 入社 し,2年 間 の

国 内勤務の後,1961年 日本へ 派遣 され た。3年 間,日 本でマー ケテ ィング を担 当 した後,1964

年 オ ース トラ リアの子会社 パ ー ソ ンズ・ゼネ ラル ・フーヅ社(ParsonsGeneralFoodsLtd.)

へ 転 勤 した。 その後,1967年 イ ギ リスの アル フレッ ド・バ ーズ ・ア ン ド・サ ンズ社のマ ーケ

テ ィング責任者 とな り,1970年 前 半 にア ン トワープ(ベ ル ギー)のGFヨ ー ロッパ の副社長へ

就 任 し,1980年 時 点 には,ラ テンアメ リカ地域の責任者 へ昇進 していた。かれ は,GFCの ト

ップマ ネ ジメ ン トへ の キャ リアパ スであ る国 内事業 部へ は戻 るこ とな く,一 貫 して国際事業

部 内 に とどまった。国際事業 部は,GFC内 に おいてあたか も飛 び地 の ように位置づ け られ て

いた。

こ う したGFCの 社 内価値体 系 と人的資 源管理 の下 で,長 期 にわた る日本 駐在 を希望 す る

人 はお らず,日 本の事情 に精 通す る人 は育たなか った。 日本 におけるマ ス ・マーケ ッ トの拡

大,大 衆 の食 品 に対す る消 費行動,家 庭 にお ける食生活,日 常の ライフスタイル を理解 で き

る人,日 本 の問屋流通 を理解で きる人 を育 てるこ とは出来 なか った。GFC本 社 に も日本事 業

を理解 で きる人 はお らなかった。GFCの トップマネ ジメ ン トのグ ローバル な発想の欠如 と国

際人的 資源 管理 の未 発達 は,GFLの 国 際展 開 を著 しく難 しい もの に していた。

ところで,上 述 したよ うにGFLは1964年 か ら1965年 にか けて,営 業 機能 を内部化 した。日

本の商業社会 で歴史 的 に発展 して きた流 通チ ャネル企 業 に対 す る働 きか けは,GFLに とって

の新規 の課題 で あった。 しか し,こ れ を理解 し担 当で きる人材 は,GFCの 中 にはお らな かっ

た。GFCは,外 部企 業 か ら適任 と思 われ る人材 を リクル ー トせ ざるをえなか った。そ して,

マ ヨネーズ を主 力 とす る食品商社 のゲ ッッ・プ ラザ ーズ(GetzBrothers)の 香 港 子会社で営

業 を担 当 していた,ポ ール ・シュロア(PoulSchroer)を 採 用 した。 かれは商社営業 を専門

と して,香 港 で顕著 な成績 を上 げていた。か れの営業手腕 にGFCの トップマ ネジメ ン トは注

目 し,か れ を,極 東 におけ る流 通の問題 を理解 し解決 で きる人物 として評価 した。かれは1964

年 春 にGFLへ 着 任 し営業 関係 の仕事 を担当,翌 年1965年 にGFL社 長 に就任 した。

5試 行錯誤が続 く流通チ ャネル政策

5.1問 屋 営業 主導 の戦 略

1960年 代 後半,拡 大 を続け るイ ンスタ ン トコー ヒー市場の もとで,GFLは 販 売 の量 的拡大
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とシェアの回復 に全力 を挙 げた。商社営業 を得 意 とす るシュロア社 長 は,問 屋 との間の価格

交渉 において,高 率の りべ 一 トを提供 した。 マーケテ ィング部門 はプ ラン ド確立 のための イ

メー ジ広告や,プ ロモ ーシ ョンパ ックの投 入に よる販促 をは じめ,各 種の マス ・マーケ テ ィ
25)

ン グ技術 を動員,駆 使 した。こ う した一連の 努力は,一 時 的に成果 を挙 げた。GFLの シ ェア

は前,1964会 計 年度(1963年4月 ～64年3月)10.7%で あ ったが,1969会 計 年度(1968年4.

月 一一1969年3月)に は24%に 達 した。(表3)

日本 の インスタ ン トコー ヒー業 界は,1960年 代 後 半に入 る と,2社 がメ ジャープ レイヤー

と しての地位 を得 てい た。その なかで,GFLは,ド ミナ ン トポジ シ ョンを持つ ネス レに対 し

て,大 き く引 き離 され たセ カ ン ドポジシ ョンに位 置 して いた。 た とえば1967会 計 年 度(1966

年4月 一一1967年3月)に おいてネス レの マーケ ッ トシェア70%に 対 して,GFLは20%,そ の

他合計 で10%で あ った。(表3)GFLは,規 模 の経済 性 を実現す る点 にお いて,ネ ス レよ りも

不利 であ る。ネス レの4分 の1の 生 産規 模 で生産 され るGFLの イ ンス タン トコー ヒー は,ネ

ス レよりも一単位 当た りの コス トは高 い。こ うした条 件 を背負 いつつ,GFLは 価 格競争 に訴

えて,販 売量の拡大 を企 てたので あ る。流 通企業 に対 す る値 引 きのせ いで,一 単位 あた りの

売 り上 げ金額が下 が ると,粗 利益 が減 る。 その結果,広 告宣伝費用 な どのマ ーケ テ ィング費

用 の原資が不足 す る費用構 造 とな って いた。

リベー トをつけて,問 屋 に引 き取 って もらったイ ンス タン トコー ヒー は,多 くが流 通在 庫

と して蓄積 されてい った。 問屋 が商品 を引 き取 ること と,小 売店 で消費者が それ を購 入す る

こととは一致 しない。 その差 は流 通在庫 とな る。 この流通在庫 の実態 を把握 す ることは難 し

か った。 そ うしたプ ロセ スで,問 屋の 中には 「マ ックスウ ェル 」 を越 境販売 す る もの も出た

で あろ う。 問屋 によるの乱売 がお こなわれ,末 端で価格 の乱 れが起 こっていた。1968,69年
26)

に 「マ ックスウ ェル」のプ ロダク トマネ ーを勤 めた米 内は次の よ うに述べ て いる。「マ ックス

ウェル の店頭 価格 は,伝 統的 にネ スカ フェよ りも安 かった。安 く売 られてい たとい うことは,

ト ップ ブラ ン ドよりも値 引 きの援助金 が よ り多 く支払 われてい た とい うこ とを意味 す る。営

業 は,常 に 『今 日の売 り上 げの ため』 に原資 を要求 し,ト ップ もそれに動か され てい た。」

当時,小 売店売 り上 げ に占め るスーパーマ ーケ ッ トの シェアの上昇 が始 まっていた。1960

年 代 半ばに はす でにスーパーマ ーケ ッ トの シ ェアは,小 売店売上総額 の5%を 越 えて いた。

イ ンス タン トコー ヒーの場合 は,そ の小売店 にお けるスーパ ーマーケ ッ トの シェア は特 に大

きかった。1969年12月 に は,イ ンス タン トコー ヒーの63%は ス ーパ ーマ ーケ ッ トで売 られて
27)
い た 。スーパ ーマーケ ッ トに とって インスタ ン トコー ヒーは,格 好の客 寄せ 商品で あった。

「マ ックス ウ ェル」はスーパ ーマ ーケ ッ トの そ う した特 売 品 として利 用 された。事 実,「 マ ッ

クス ウェル」のシ ェア は特 にスーパーマ ーケ ッ トで高か った。「歴 史的 に継 続す るコー ヒーの

乱 売 は,メ ーカーや消費者 の意思 とい うよ り,流 通 の拡販 手段 として展 開 され るこ とが多か
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28)
った。」

値乱れを防ぐために,特 約店を整理するなどの対策が講 じられた。販売力がない問屋を特
29)

約店か らはず したのである。1968年 には特約店は約100社 から71社へ,1969年1月 には71社 か

ら42社へ,1971年1月 には42社 か ら17社へ減 らされた。

ところで,期 末 に利益が目標 に達 しないことがわかると,問 屋へのいわゆる押 し込み販売

がおこなわれた。 これは一般的に,期 末決算対策 として業界では行われていた。 とはいえ,
30)

GFLは,過 度にそれを行うようになったという。年度初めにGFC本 社 によって承認 された利

益計画は,厳 格 に履行することが要請された。売上 目標,利 益 目標が達成できない場合,シ

ュロア社長は,い わゆる決算対策 を過度に行 うことがあった。シュロア社長は,GFC本 社の

トップマネジメン トとの人脈がなかった。そうしたこともあって,本 社にむかって 日本での

厳 しい状況を説明 しても,理 解 してもらうことがむずか しかったと考えられる。 こうしたな

かで,か れは,業 績を,数 字のみで説明せざるを得なかった。このことも,決 算対策がさか

んにおこなわれる要因 となった。 これは流通在庫を増やす原因 となっていた。

5.2ブ ラ ン ド地位 の低 下

末端小売店 で特 売,安 売 りが行 われ ると,問 屋への売値 は ます ます安 くせ ざ るを得 な くな

った。す る と粗利益 が減少 し,広 告 費用は しば しぱ断続 的に減 らされ た。 た とえば,1970年

前 半,当 時,最 高の視聴 率 を誇 ってい たTBS系 の 「夜の ヒッ トス タジオ」のスポ ンサー を降

りな ければ な らな くなった。 こ うした中で,比 較 的安 い費用で,即 効性が あ るプ ロモー シ ョ
31)

ンパ ックが連続 的 に出 された。 これは売 り上 げの増加 の誘 い水 と して効果 的であ る。 しか し

これが過度 に行 われ る ようにな る と,消 費者 はプ ロモーシ ョンパ ックの みに注 目 し,標 準品

に 目を向 けな くな った。売 れな い標準 品は,ま す ます小売店 で安売 りされ るように なってい

った。 その結果,利 益率 が低 下 してい った。 こう して 「マ ックス ウェル」 のブ ラン ド地位 は

崩 れて いったので ある。

市場 にお けるGFLの 苦 戦 は,そ の生産性 か らも裏付 けられ る。GFLの 生 産性 は低 か った。

一 人当 た り売上 高 につ いて ,1970,1971,1972年(GFLの 数 値 は会計 年度)の 売上高平均 を,

1971年 の 従業員 数で割 った数値 を求 め ると,GFLの10,446千 円 に対 して,ネ ス レは30,841千

円 であ った。GFLの 生 産性 は,ネ ス レの1/3で あ った。これは,「 マ ックスウ ェル」が低 価格

で販売 され ていた ことを示 唆 してい る。

1970年1月,シ ュ ロア社長 は次の よ うに述べ てい る。「人的,物 的での拡張 に比 べて会社の
32)

収 益 率 は低 下 してい る とい うのが,こ の2,3年 の状 態で あ ります。」売上 高利 益率 は,1969

会 計 年 度(1968年4月 一一1969年3月)7.3%で あ った ものが,1971会 計 年度(1970年4月 ～1971

年3月)に は2.6%へ 下 が った。またマーケ ッ トシェア は1969会 計 年度 は前述 した ように24%
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の ピークに達 したが,翌1970会 計 年度(1969年4月 一1970年3月)22%に,1971会 計 年度19%,

1972会 計 年度(1971年4月 一72年3月)17%へ と低落 してい った。

1972年3月 期末 には売 り上げ は,前 年度 の78億 円か ら54億 円へ急落 し,14億 円 の赤字 を計

33》
上 した。なおこの赤字は,そ れまでの純利益の累計 とほぼ同 じ金額であった。

6合 弁事業への改組

1970年10月,GFCか らE.フ ァ ーマ ンが派 遣 され,GFLの 社 長に就 任 した。かれの前任 は,

マ ックスウ ェルハ ウス事業 部のマ ーケテ ィング担 当副社 長で あった。 国内製品事業 部で昇進

を続 けてい る35才 の若 手管理者が,海 外 駐在 す るこ とは異例 の こ とであった。 かれ は,2年

間の予定 で,日 本へ駐在 す るこ とを,GFイ ン ター ナシ ョナル社長の プ レムザー(G.Bremser)
34)

に打 診 された。将来経営 者 とな るための準備 と して全 く新 しい経験 を積 む良い機 会 となるで

あろ うといわれ た。 しか し,か れの 日本 駐在 を,彼 の知人,友 人 はこぞって危 ぶみ,反 対 し

た とい う。そこで,か れ はGFC社 長 に相談 し,次 の約束 を と りつけ るこ とが で きた。2年 後

日本駐在 を終 えた時,本 社 に しか るべ きポス トがか れの ため に用意 され てい ること。か れは,

GFCの 中枢 に位 置す る生 え抜 きの経 営者 と して,GFLへ 本 社か ら派遣 された きた は じめて

の人物 で あった。 フ ァー マ ンを迎 えて,GFCが 日本 事業 に本 腰 を入れて いる ことを感 じて

GFLの 日本 人従業 員 は,意 気が上が った とい う。

ファーマ ン社 長 は,着 任 して ま もな く,問 屋への 「押 し込み」販売の実態 に,ま た流通在

庫 が大量 に存在 す るこ とに気づ いた。 そこでそれ までの過度 な りべ一 トをつ けた販 売活動や,

期 末の決算対策 と して行 われて いた問屋へ の押 し込 み販 売 を禁止 した。

フ ァーマ ン社 長 は,「 マ ックスウェル 」事業の建 て直 し(リ ステー ジ作戦 とよばれ た)の 使

命 を帯び ていた。1970年11月,穎 粒 状の イ ンス タン トコー ヒーが,新 設の鈴鹿工場 で生産 さ

れ始 め,市 場導 入 され た。 これは,す で にシュ ロア社長 時代 に導入決定 されていた商品で あ

った。 この穎粒状 のイ ンスタ ン トコー ヒーは,ス トロ ングな味覚 を もち,穎 粒状 の形 態 に よ

って従来 の もの よ りも高級感 を訴求 で きる と考 えられ ていた。 それは,ネ ス レが未 だ に作 っ

ていない商品で あ り,建 て直 しの切 り札 として期 待 された。それは,「 ニューマ ックス ウェル ・

インスタ ン トコー ヒー」 と名づ け られ出荷 された。 しか し,そ の売れ行 きは良 くなか った。

そ こで,1971年 に入 って急遽,マ イル ドな味 のイ ンス タ ン トコー ヒー を追加的 に市場導 入 し

た。

ファーマ ン社長 は,ま た,一 番 手企業 の地位 を得 るこ とが で きるであろ う有望 な製品分 野,

事 業分野へ 多角化 を企 てた。す なわち ドッグ フー ド 「ゲ イ ンズ ・ミール」あ生産 を開始 し,

レス トラ ンチ ェー ン 「バー ガー シェフ」の展 開 を始 めた。GFCは,フ ァーマ ン社長 をサ ポー

トして,1971年8月,GFLに36億 円 の増資 を認 め,資 本金 は38.6269億 円 とな った。
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しか し,GFLは1972年 の3月 には上 に述べ た ような赤字 を計上 した。これが きっか けとな

35)
って,GFCは 日本へ投資を続けることの可否 を検討 し始めた。そして日本での事業からの部

分撤退を決定 した。

すなわち,GFLを 日本企業 との合弁会社 とすることを決定した。これをうけて1972年4月

から9月 にかけて東京に,国 際事業部(GFイ ンターナショナル(株)の アジア大平洋地域担
36》当

のJ.ス トーン(JamesStone)が 駐在 し,合 弁パー トナーを探 し始めた。こうしたGFC

の日本事業の再建策は,ボ ス トン ・コンサルティンググループのコンサルティングを受けて

行われた。合弁パー トナーとして当初 は武田薬品工業に白羽の矢 を立て交渉 したが,ま とま

らなかった。次いで味の素へ合弁計画を打診 した。当時,味 の素は多角化戦略の一環 として,
37)

インスタン トコー ヒーへの参入機会 をうかがっていた。そうしたこともあって,味 の素は

GFCと の合弁事業への参加に積極的な姿勢で臨んだ。1972年9月,こ の合弁交渉は妥結 した。

GFCはGFLの 株式の50%を 味の素に売却すること,そ して味の素が営業 とマーケティング

を担当し,総 発売元 となる一方で,GFCは 合弁会社の製品技術,製 造技術面を担当す ること,

社長は味の素が派遣す ることという,取 り決めが成立 した。1年 間の準備期間が置かれた。
38)

そ の 間1973年 ユ月 には10%に あ た る65人 の 人員整理 が行われ た。

39)
1973年8月1日,GFLは,GFC50%,味 の 素50%の 合 弁 会社 へ改組 された。なお,資 本金

は以前 と変化 な く38億 円の ままで あ る。新社名 は,味 の素ゼ ネラル フーズ(AjinomotoGen-

eralFoodsInc.,以 下AGFと 略 記)と され た。GFCは,当 時急速 に進 んだ円高の おかげで,

50%の 株 式の売却 によ り,推 定3億 円のキ ャ ピタル ゲイ ンを獲得 した。 味の素 か ら社長 武田

清(味 の素取締役 兼任 で,前 職 は同社東 京支店長)が 就任 した。専務取締役1名 と取締役2

名 を味の素の 出身者 が 占め,GFCを 代 表 して副社長 にウィデポール(P.Wedepohl,前 職 は

GFCの ベ ネズエ ラ子会社 社長),常 務取締 役1名(日 本人),お よび技術担 当取 締役へ2名(日

本人)が 就 任 した。GFCは 新 会 社へ技術 を提 供 し,そ の面 で権 限 ・責任 を持 つ ことにな った。

味の素 は,新 会社AGFの イ ンスタ ン トコー ヒー 「マ ックス ウェル」,同 「ユ ーバ ン」,同 「マ

キ シム」,粉 末 ソー ス・ミックス 「ルー ミック」,粉 末 ク リーム 「マ リーム」,ド ッグ フー ド 「ゲ

イ ンズ ・ミール」の総発売 元 となった。

GFCは,こ う してGFLを 合 弁会 社 とし,そ のパ ー トナー に営業 を負 担 して もらうとい う方

法 で懸案 の流 通チ ャネル の問題 を解決 す るこ とを企 てたので ある。

7要 約 と 結

7.1要 約

アメ リカ市場を基盤に して世界最大級の加工食品メーカーの地位 を確立 したGFCは,第

2次 世界大戦後積極的な海外進出を企てた。そのフルラインの加工食品は世界各国の市場で
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受け入れられると,GFCは 考 えた。1953年GFCは 国際事業部 を作 り,海外事業を展開する体

制を整えた。 もっともその時点では,市 場志向的な投資は,カ ナダを除けば,イ ギリスとメ

キシコの2力 国に行われていていただけであった。翌年1954年,チ ャールズ ・モーティマー

が社長に就任す ると,か れは積極的に海外直接投資 を指揮 し,海 外進出のうねりは急激に高

まっていった。やがて1967年 にはGFCが 市場志向的な投資を行 う外国の数は15力 国に増 え

ていた(カ ナダを除 く)。しかしGFCに おいて国際事業は周辺的な事業 として位置づ けられ,

国際事業部はあたか も飛び地であるごとくであった。GFCの 視野は,「海外事業基地を所有す

るアメ リカ国内企業」にとどまっていた。このことは人事において如実に表 されていた。GFC

の社員にとって海外駐在 は,多 くの場合キャリア ・デッ ド・エン ドを意味 した。海外駐在 を

終えた入に本社は通例,帰 社後のポス トを用意 してお らなかった。たとえ昇進す る機会が与

えられるとしても,国 際事業部内での昇進に限られていた。そうした中で,国 際事業要員の

養成は進展 しなかった。

1960年,グ リーン ・コーヒーの輸入自由化を契機 に急成長を始めた日本のインスタン トコ

ーヒー市場へ,GFCは 参入 した。製品技術の移転が比較的円滑におこなわれたのに比べて,

マス・マーケティングの導入,展 開は困難を極めた。そもそもGFCは,日 本の流通組織につ

いてほとんど知識 を持 っておらなかった。すでにバヤ リース ・オ レンジジュースの原液の生

産について,数 年間の経験をもっていたものの,日 本の流通の現場を学ぶことはなかった。

事実,イ ンスタントコー ヒー市場参入に際 して作 られた流通チャネルの しくみは,あ たか も

対 日輸出企業が,輸 入代理店 を通 して販売する方法 に似ていた。流通企業に対す る営業活動

を,全 面的に外部企業に依存 したのである。 しか しそ うしたや り方はす ぐに,期 待 した成果

を もたらさないことが分 かった。参入当初のシェアは,競 争の激化の中で急速に失なわれて

いった。

こうした事態に直面 して,GFCは 自ら営業 に乗 り出 し,流 通チャネルに積極的にはたらき

かけることをくわだてた。しか しここで,GFCは 国際事業要員の不足に直面せざるを得なか

った。GFCに は,歴 史的に日本社会に作 り上げられて きた,問 屋制度を理解できる人 はお ら

なかったのである。そこで,GFLの 経営者を外部からリクルー トせ ざるを得なかった。GFC

はそうした人材 として,ア メリカの食品商社の香港事業所で活躍 していた営業マ ンをリクル

ー トした。かれはGFLの 社長に就任 し,急成長す るインスタントコーヒー市場を背景にGFL

の地位 を速かに回復することをくわだてた。その戦略は,問 屋への りべ一 ト供与に依存する

拡売であった。ほどな くこれは流通在庫を生み出 し,流 通段階で乱売 と値崩れを起 こした。

そうしたなかで,ホ ワイ ト・プ レインズの本社が厳格に守 ることを要求する,期 首に承認さ

れた利益 目標の達成が困難なごどが期末に明らかになる度に,場 当たり的な処置がとられる

ようになった。すなわち,決 算対策 として問屋への押 し込み販売が過度に行われるようにな
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った。 こうしたプロセスは,GFCの マス ・マーケティングの基本である,productmanager

制度によるブラン ド・ビルディングに矛盾するものであつた。

GFCは,流 通問題 におけるこうした試行錯誤を繰 り返す中で,そ れを独力で乗 り越 えるこ

とは困難であると判断 した。GFLを 日本企業 との合弁企業へ改組 し,そ の合弁パー トナーに

営業 と流通チャネル政策をゆだねることに したのである。こうして日本市場からの部分的撤

退 を選択せ ざるをえなかったのである。

7.2結

ブラン ドマネージャー制度を柱 としてプランド確立 を目指すマス ・マーケティング戦略は,

GFCの いわゆる所有優位であ り,在 日経営の成功には実現不可欠なものであった。GFCは,

そのプ ロダク トマネージャー制度 を導入 し,科 学的な市場調査に基づいて製品設計 を行い,

各種の販促手段を講 じた。 しかし,急 速に成長する日本のインスタントコー ヒー市場 を背景

にしたにもかかわらず,そ うしたマーケティング戦略は限られた成果 しかうみださなかった。

プランドの地位の確立に失敗 し,利 益率は低下 していったのである。

日本市場におけるGFCの 成功 に不可欠 な条件は,流 通チャネルへの創造的な適応であっ

た。プランドマネー ジャー制度を軸 に,適 切な流通チャネル政策を展開する組織能力が形成

されなければな らなかった。しかしそれを実現することはできなかった。GFCは,海 外要員

の養成 を怠 っていたので,そ うした組織能力を形成できる人材を日本へ派遣することが出来

なかった。GFLへ の派遣管理者 もGFCの トップマネジメン トも日本の流通チャネル と消費

者行動 を十分 には理解できなかった。「海外事業 を営む国内企業」の限界がそこに見 られた。

GFCは,そ うした組織能力の限界を認識 し,GFLを 改組 し,日 本企業 を合弁パー トナーとし

て参加 させ ることによって,こ の問題に対拠せざるを得なかったのである。

注

本稿 は,GFC,GFL,GSH,味 の素(株),BCG,博 韓 堂,ネ ス レの関係者 より,非 常に親切
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後の 日本の流通 チャネルについて有益なご教示を得た。

本稿 は,以 下の助成を受けている。1.科 学研究費補助金,基 盤研究C,2004-2006年 度,課 題
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